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要  旨

本論文では、AI・ロボット技術が人間中心の仕事をどのように代替していくか、2040 年の

産業構造や就業構造がどのように影響を受けるのかを推計した。我々はまず、主に Acemoglu

の一連の論文を参考にしながら企業の生産構造や職種別労働需要に関する理論モデルを構

築した。その際、技術革新による AI・ロボット価格の下落や企業規模と技術導入の関係に

ついても考慮した。次に、深尾・池内・長谷・Perugini・Pompei（2025）が推計した産業別の

ARI（自動化リスク指数）推計値（2024、2030、2040 年）に基づいて、2040 年の産業・就業

構造を推計した。
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１．はじめに 

本論文では、AI・ロボット技術が人間中心の仕事を代替していく過程につい

て、理論モデルを構築した上で、2040 年の産業構造にどのような影響を与える

のかを詳細な産業レベルのデータに基づいて試算する。理論モデルの構築には

Acemoglu の一連の論文（Acemoglu and Autor 2011, Acemoglu 2021, Acemoglu et al. 

2022）を参考にしたが、異なったタスク間の代替の弾力性はゼロ（レオンチェフ

型の関数）と仮定するなど、大胆な単純化を行った。また、2040 年の産業構造

に関する試算においては、一橋大学・RIETI の JIP データベース、RIETI の 2040

年産業構造推計モデル、および産業構造審議会経済産業政策新機軸部会の第 4 次

中間整理案（2025 年 4 月 22 日）の試算結果を用いた。 

なお本論文では、AI ・ロボット技術が人間中心の仕事を代替していく速度が産

業間でどのように異なるかについて、深尾他（2025）で作成した JIP データベー

ス産業分類別の自動化リスク指数（ARI, Automation Risk Index）に関する情報を

用いた。彼らは ARI 算出にあたり、Paolillo et al. (2022)、Eloundou, et al. (2024)な

どの先行研究に準拠しながらも、職種別に必要とされる労働者のスキル・能力に

ついて、米国の O-NET データではなく、労働政策研究・研修機構（JILPT）が日

本について作成した jobtag データを用いている。また彼らは、AI ・ロボットが現

在および将来達成できる各スキル・能力の水準について、AI ・ロボット技術の専

門家 13 人へのアンケート・インタビュー調査の結果に基づいて推計を行ってい

る。1 なお、AI ・ロボットの経済・社会への普及を考える場合には、AI ・ロボッ

トのスキル・能力水準だけでなく、導入が経済的に割に合うかどうかが決定的に

重要である。そこでこの調査では AI・ロボットによる各スキル・能力レベルの

 
1 この調査は、RIETI と野村総合研究所が共同で 2024 年秋に行った。 
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達成可能性について、「従業者数 500 人程度の中堅企業が、1 年以内に実装する

ことが可能で、実装により期待される労働コスト等の削減が実装の費用を上回

るため、経済的にも引き合う状態」という条件付きで専門家に尋ねている。以下

ではこの条件も考慮しながら AI・ロボットの将来の普及について試算すること

とする。 

 

2．AI・ロボット技術導入による労働の代替：理論モデルによる分析 

ある産業における AI・ロボット技術導入による生産構造の変化について考え

る。 

以下の仮定を置く。 

 

1) 生産量は、投入される各職種の労働 ot （t=1, ….T）、人間の労働投入に付随す

る資本以外の資本サービス K（例えばプレス機械や半導体製造装置）、中間

財・サービスの量 M （たとえば鋼板やシリコンウェハー）に依存するとする。 

2) 職種 t の仕事を実行するには、これを構成する各アクティビティ （読解、執

筆、手を素早く動かす作業など）i について、労働者のスキル・能力水準が

当該職種の必要レベル st,i を満たす必要がある。i = 1, …., I とする。 

3) またある職種 t において各アクティビティ i に労働者が投入する労働投入

（労働の質やエフォート水準を含む値、なお必要なスキル・能力レベルを満

たす労働であるとする）Lt, i は、当該アクティビティに必要なスキル・能力

レベル（これをこの職種における当該アクティビティの重要度と同一視する）

st,i に比例すると仮定する。2 従って、職種 t においてアクティビティ i に投

 
2 米国の O-NET データは職種別に各スキル・能力の重要度を調べているのに対し、jobtag には

そのようなデータは無い。jobtag データの創設を主導した JILPT の研究者に深尾が行ったインタ
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入される労働は、職種 t における各アクティビティに必要なスキル・能力レ

ベルの合計値に対する当該アクティビティ i で必要なスキル・能力レベル st,i

の割合 st,i /∑j st,j に職種 t における総労働投入を掛けることで算出できるとす

る。 

4) 職種 t のアクティビティ i の実行には、労働だけでなく、その労働に付随す

る資本サービス（例えばオフィス、PC などの備品）Kt,i や中間財・サービス

（光熱通信交通費、文具、法定外福利費等）Mt,i も必要であるとする。 

5) 職種 t の各アクティビティ i は、AI・ロボットの技術水準が職種 t の当該ア

クティビティにおいて必要なスキル・能力レベル st,i を上回れば、AI・ロボ

ット技術によって代替可能だとする。 

6) 職種 t のアクティビティ i に AI ・ロボット技術を導入する場合には、当該技

術を体化した資本サービス （ソフトウェアーを含む）KA,t,i、情報通信サービ

ス MA,t,i に加えて、当該技術を体化した労働 LA,t,i を必要とする。 

7) ある職種の一部のアクティビティが AI・ロボット技術の導入によって自動

化されると、各職種において労働者は残されたアクティビティに専念する。 

 

以上の仮定の下で、この産業の企業規模グループ z に属する代表的企業におけ

る職種 t の仕事を ot だけ実行するための技術的制約を次のように仮定する。 

𝑜𝑜𝑡𝑡 = 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 �𝐿𝐿𝑡𝑡,1
0.62𝐾𝐾𝑡𝑡,1

0.04𝑀𝑀𝑡𝑡,1
0.34

𝑠𝑠𝑡𝑡,1
+ Ψ𝑧𝑧Φ(𝑡𝑡, 1) 𝐿𝐿𝐴𝐴,𝑡𝑡,1

0.38 𝐾𝐾𝐴𝐴,𝑡𝑡,1
0.31𝑀𝑀𝐴𝐴,𝑡𝑡,1

0.31

𝑠𝑠𝑡𝑡,1
, … . . , 𝐿𝐿𝑡𝑡,𝑆𝑆

0.62𝐾𝐾𝑡𝑡,𝑆𝑆
0.04𝑀𝑀𝑡𝑡,𝐼𝐼

0.34

𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑆𝑆
+

Ψ𝑧𝑧Φ(𝑡𝑡, 𝐼𝐼) 𝐿𝐿𝐴𝐴,𝑡𝑡,𝐼𝐼
0.38𝐾𝐾𝐴𝐴,𝑡𝑡,𝐼𝐼

0.31𝑀𝑀𝐴𝐴,𝑡𝑡,𝐼𝐼
0.31

𝑠𝑠𝑡𝑡,𝐼𝐼
� (1) 

 
ビューによると、これは O-NET において職種別に必要とされる各スキル・能力の水準と重要度

の間に極めて高い相関があるため、各職種における各スキル・能力の重要度は、職種別に必要と

される各スキル・能力の水準で代用できると考えたためであるという。 
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上式のうち、例えば 

𝐿𝐿𝑡𝑡,1
0.62𝐾𝐾𝑡𝑡,1

0.04𝑀𝑀𝑡𝑡,1
0.34

𝑠𝑠𝑡𝑡,1
+ Ψ𝑧𝑧Φ(𝑡𝑡, 𝑖𝑖)

𝐿𝐿𝐴𝐴,𝑡𝑡,1
0.38 𝐾𝐾𝐴𝐴,𝑡𝑡,1

0.31𝑀𝑀𝐴𝐴,𝑡𝑡,1
0.31

𝑠𝑠𝑡𝑡,1
 

の部分は、職種 t においてアクティビティ 1 を実施するには、人間労働を中心に

投入する第 1 項の方法と、AI・ロボットを中心とする第 2 項の方法があること

を示している。上式は、各アクティビティを実施するにあたり、人間中心で行っ

た方が、AI ・ロボット中心で行うよりも労働集約的であるものの、両者の方法共

に、労働や資本を必要としていると我々が仮定していることを意味する。 

人間労働を中心に投入する第１の方法における労働、資本サービス、中間投入

のコストシェア 0.62、0.04、0.34 は、JIP データベース 2023 が格納している 2020

年における 「その他事業所サービス業」のコストシェアから得た。JIP データベ

ースの産業 90 ：その他事業所サービス業は、日本標準産業分類細分類（平成 19

年（2007 年）改定）の以下の産業に対応する。 
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先の(1)式において AI・ロボット技術を投入する第 2 項の方法の場合、労働、

AI ・ロボット技術の資本サービス、AI ・ロボット技術の中間投入のコストシェア

については、依拠するデータがあまり見当たらない。JIP データベースによると

2020 年における産業 80 ：情報サービス業の労働、資本サービス、中間投入のコ

ストシェアは 0.39、0.13、0.48 であるが、ロボットの投入を考慮すると AI ・ロボ

ット技術を投入する第 2 項の方法の場合、資本サービスのシェアがもっと高い

と考えられる。以下では、労働は情報サービス業と同程度の 0.38、AI ・ロボット

7211 法律事務所
7212 特許事務所
7221 公証人役場，司法書士事務所
7241 公認会計士事務所
7242 税理士事務所
7421 建築設計業
7422 測量業
7429 その他の土木建築サービス業
9121 労働者派遣業
9221 ビルメンテナンス業
9229 その他の建物サービス業
9231 警備業
7222 土地家屋調査士事務所
7231 行政書士事務所
7251 社会保険労務士事務所
7261 デザイン業
7281 経営コンサルタント業
7291 興信所
7292 翻訳業（著述家業を除く）
7293 通訳業，通訳案内業
7294 不動産鑑定業
7299 他に分類されない専門サービス業
7431 機械設計業
7441 商品検査業
7442 非破壊検査業
7451 一般計量証明業
7452 環境計量証明業
7459 その他の計量証明業
7499 その他の技術サービス業

8181 学校教育支援機関 
9111 職業紹介業
9211 速記・ワープロ入力業
9212 複写業
9291 ディスプレイ業
9292 産業用設備洗浄業
9293 看板書き業
9299 他に分類されないその他の事業サー
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技術の資本サービス、AI ・ロボット技術の中間投入のコストシェアは労働の残り

のシェアの半分ずつ 0.31 であると暫定的に仮定して分析を進めよう。 

以下では単純化のため、人間労働中心の第 1 項の方法と AI・ロボット中心の

第 2 の方法それぞれにおける各生産要素のコストシェアは、職種間や産業間で

同一と仮定する。 

なお (1) 式では、各アクティビティに投入される生産要素は、そのアクティ

ビティに必要なスキル・能力レベルに比例すると仮定している。 

Ψz は企業規模が z の企業グループの規模効果を現し、規模が大きいほど、AI ・

ロボットの生産への効果が大きくなるものとする。文部科学省科学技術・学術政

策研究所『全国イノベーション調査』では近年、企業による機械学習 （人工知能：

AI）やロボット技術の利用状況について調べているが、小規模企業と比較して大

規模企業の方が格段に利用が進んでいる傾向が見られる（文部科学省科学技術・

学術政策研究所第一研究グループ 2023）。このことは、AI ・ロボット技術導入に

おける規模効果の存在を示唆している。 

関数Φ(t,1)は、職種 t の仕事のうちアクティビティ 1 を AI ・ロボット中心の作

業で代替することの困難さを表すパラメーターである。 

企業の費用最小化を前提とすると、職種 t の仕事においてアクティビティ 1 を

1 単位実施するコストは 

𝑠𝑠𝑡𝑡,1 ��
2
3
�
−0.62

�1
6
�
−0.04

�1
6
�
−0.34

𝑤𝑤0.62𝑟𝑟0.04𝑞𝑞0.34 + 1
Ψ𝑧𝑧Φ(𝑡𝑡,1) 3𝑤𝑤0.38𝑟𝑟𝐴𝐴0.31𝑞𝑞𝐴𝐴0.31� (2) 

で表される。w は能率 1 単位の労働の賃金率、r は通常の資本コスト、q は通常

の中間投入 （人間労働に付帯する光熱費や消耗品、法定以外の福利厚生費など）

の価格、rA は AI ・ロボット技術の資本コスト、qA は AI ・ロボット技術を使った

場合に必要な中間投入（主に情報通信サービスや電力など）価格を表す。 
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各企業にとって上式の 2 つの項は規模に関して収穫一定だから、企業は第 1

項が第 2 項より小さければ人間労働中心の生産方法を、第 2 項が第 1 項より小

さければ AI・ロボット中心の生産方法を選ぶ。各職種 t が行う全アクティビテ

ィのうち、規模グループ z の企業が AI・ロボット中心の生産方法を選ぶアクテ

ィビティの集合をΓz, t と表す。 

AI・ロボット技術の革新は速いため、rA と qA は、急速に下落していくと考え

られる。後のシミュレーションでは、rA と qA が年率実質 7.5％下落するのに対

し、実質賃金率は新機軸シナリオに従い年率 0.94%上昇し、他の生産要素の実質

価格は不変とする。この時、第 2 項は第 1 項と比較して年率 4.87％ （-0.94×0.62

－7.5×0.31×2+0.94×0.38=－4.87）ずつ下落していく。これにより人間中心の生

産方法は、AI ・ロボット中心の生産方法に次第に代替されていく。またこの代替

は、AI ・ロボット投入で規模の経済 Ψz を享受する大企業では早期に行われ、小

規模企業では遅れることになる。 

各アクティビティ間で代替の弾力性が 0 という(1) 式と、人間中心の生産方法

において各生産要素のコストシェアはアクティビティに依存しないという我々

の仮定、および企業の費用最小化を前提とすると、サイズ z の企業において職種

t のスキル・能力要求水準 st,i のアクティビティ i で人間中心の生産方法が選択さ

れた場合、当該アクティビティでの労働、資本サービス、中間投入は、職種 t に

おいて人間中心の生産方法に投入される労働、資本サービス、中間投入の総量の

うちそれぞれ st,i/(Σj∉Γz,tst,j)となる。 

この産業の生産関数は、次式で表されるとする。 

𝑌𝑌 = 𝐴𝐴 �𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 �𝑜𝑜1
𝛿𝛿1

, … . . , 𝑜𝑜𝑇𝑇
𝛿𝛿𝑇𝑇
��

𝛼𝛼
𝐾𝐾𝛽𝛽𝑀𝑀𝛾𝛾 (3) 
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中括弧内のレオンチェフ型関数は、当該産業において、異なった職種の仕事間で

の代替は困難と仮定していることを意味する。ここでδt は当該産業における職

種 t の仕事の相対的な重要度を表す。 

なお生産関数に関する我々の仮定の下では、AI ・ロボット技術が全く導入され

ない場合、当該産業の全労働投入のうち、職種 t のアクティビティ i に投入され

る割合は、δt st,i/Σt’Σi’δt’ st’,i’に等しい。また能率単位で測った労働 1 単位の賃

金率 w は全ての職種で同一と仮定する。この時、当該産業における AI ・ロボッ

ト技術の普及の程度は、AI ・ロボット技術が全く導入されない状況を想定して全

ての職種および全てのアクティビティについてそれぞれウェイトをδt、st,i とし

て合計した労働コスト総額をΣtΣiwδt st,i と表すとき、このうちどれだけが AI ・

ロボット技術中心のアクティビティで代替されたかで測ることが出来よう。 

深尾他 (2025) の付表 1 では、厚生労働省『賃金構造基本調査』のデータを元

に、2019 年において JIP データベースの産業毎に、詳細な職種別の従業者数、平

均労働時間、時間あたり賃金率を報告している。以下の分析では、このデータに

基づいて算出した、各産業における総賃金支払額に占める各職種のシェアから

職種 t のウェイトδt を求める。また先に説明したとおり、jobtag データから得ら

れる職種別に必要なスキル・能力の水準を各職種 t における各アクティビティ i

のウェイト st,i として用いる。 

なお将来、安価な AI・ロボット技術が導入されるようになると、AI・ロボッ

トで代替されたアクティビティを実施するコストは下落し、また労働コストの

シェアも変化するため、各職種における各アクティビティの労働コストの全労

働コストに占めるシェアはδt st,i/Σt’Σi’δt’ st’,i’から乖離していくことに注意する

必要がある。 
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AI ・ロボット技術普及の過程を数値計算するため、理論モデルと数値計算の関

係についてまとめておく。ある産業の規模 z の企業グループについて考える。職

種 t、アクティビティ i の仕事について、人間労働の生産方法ではなく、AI・ロ

ボット技術による生産方法が選ばれるための条件は、(2) 式から分かるように、

以下のように表される。 

Ψ𝑧𝑧Φ(𝑡𝑡, 𝑖𝑖) > 3𝑤𝑤0.38𝑟𝑟𝐴𝐴
0.31𝑞𝑞𝐴𝐴

0.31

�23�
−0.62

�16�
−0.04

�16�
−0.34

𝑤𝑤0.62𝑟𝑟0.04𝑞𝑞0.34
 (4) 

AI・ロボット技術の進化によってその投入価格 rA、qA が下落していくため、 

(4) 式右辺は減少していく。これにより Φ(t, i) が低く自動化が難しかった職種

とアクティビティの組み合わせ (t、i) も、人間労働が次第に AI ・ロボットによ

り代替される。 

ここで ARI の定義について確認しておこう。深尾他（2025）では、各職業の

ARI を Paolillo et al.（2022）に従って、次式で定義している。 

 

𝑟𝑟𝑡𝑡 =
𝛴𝛴𝑗𝑗=1
𝑁𝑁 𝑚𝑚𝑡𝑡,𝑗𝑗𝑑𝑑�𝑠𝑠𝑗𝑗−𝑚𝑚𝑡𝑡,𝑗𝑗�

𝛴𝛴𝑗𝑗=1
𝑁𝑁 𝑚𝑚𝑡𝑡,𝑗𝑗

 (5) 

 

ただし、𝑟𝑟𝑡𝑡は職業𝑡𝑡 の ARI を表す。t は jobtag の 504 種の職種分類をあらわす。

j は 53 種のスキルと能力を表す。𝑚𝑚𝑡𝑡,𝑗𝑗は職業ｔにおけるスキル j の必要水準、𝑠𝑠𝑗𝑗

は AI ・ロボットのスキルレベル（2024 年、2030 年、2040 年それぞれについて、

専門家による予測値の平均値 3）、𝑑𝑑(∙)はロジスティック関数 （ロケーションパラ

 
3 アンケート結果の利用にあたり外れ値を取り除くため、2024 年、30 年、40 年それぞれの各

項目について、回答 13 件のうち最大値 1 件、最小値 1 件を削除し、平均値を算出した。こう

して外れ値を除いた各年・各項目に関する 11 件の回答の平均値と標準偏差については、深尾他 

の補論で報告した。 
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メータ＝0、スケールパラメータ＝0.05）を表し、その形状は図 1 のとおりであ

る。 

深尾他 (2025) ではこうして算出された職業別 ARI を、職種分類について

2019 年を対象とする『賃金構造基本調査』の職種分類に対応させ、同調査と JIP

データベースの産業分類の対応表を作成した上で、同調査の産業別職種別総労

働時間をウェイトとして JIP 産業別に集計することで、JIP 産業別の ARI を算出

している。 

しかし本論文では、分析の都合上 2019 年における産業別職種別賃金支払総額

をウェイトとして（5）式を産業別に集計することで、各産業の ARI を算出する

こととする。4 

 

 

図 1．ARI の定義式で用いるロジスティック関数の形状 

 

3．数値計算 

 
4 この ARI についても深尾他 (2025)で算出が行われた。 
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JIP データベースの各産業において、AI ・ロボット技術普及の過程を試算した。

このために置いた主な仮定と考え方は以下の通りである。 

1) 専門家の視点から見て、新技術の導入コストが節約できるコストを上回るよ

うになっても、実際に企業に普及するまでには、新技術を支える法制度の整

備、ベンダーによるサービス提供の確立、必要な新しい人材の供給、企業組

織の改編、等が必要であり、かなりの時間を要すると考えられる。以下では、

各 AI・ロボット技術について、専門家が回答した 500 人規模の企業で AI・

ロボット導入が経済的に見合う年の T 年後（T=8 とする）に実際の導入が行

われるとする。 

2) 各職種の各アクティビティを投入するにあたって、人間労働中心の場合の平

均費用（職種 t のアクティビティ 1 の場合には (2) 式右辺の第 1 項に st,1 を

掛けた値）と比較して、AI ・ロボット中心の場合の平均費用（職種 t のアク

ティビティ 1 の場合には (2) 式右辺の第 2 項に st,1 を掛けた値）は、相対的

に年率 4.87％ずつ下落していくと仮定する。 

3) AI ・ロボット利用における規模の経済については以下のように仮定する。労

働データの基礎となっている賃金構造基本調査の産業分類が事業所の情報

に基づいていること、経済センサス活動調査でも詳細な産業別に得られる規

模分布の情報は事業所に関するものであること、のため事業所の規模分布の

情報を使って分析を行う。従って以下では企業規模を事業所規模と同一とみ

なして議論する。複数の事業所を持つ企業グループについては、我々はその

規模効果を過小に評価する危険が高いことに注意する必要がある。各職種の

各アクティビティを投入するにあたって、従業者数 N 人の事業所が AI・ロ

ボットを利用した場合の平均費用は、500 人規模の事業所の平均費用と比較

して、次式で規定されるとする。 
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従業者数 N 人の事業所の平均コスト／従業者数 500 人の事業所の平均コス

ト 

=
𝑏𝑏 � 𝑁𝑁

500� + (1 − 𝑏𝑏) � 𝑁𝑁
500�

0.5

� 𝑁𝑁
500�

 

 (6) 

ただし b=0.5 とする。 

従業員数と平均費用の関係を図示すれば図 2 の通りである。 

各産業における事業所規模別従業者数については、2020 年を対象とする

経済センサス活動調査の産業別事業所規模別従業者数のデータを、産業につ

いて JIP データベースの 100 産業に集計して作成した。事業所規模区分は 1-

9 人、10－19 人、20－29 人、30－49 人、50－99 人、100－199 人、200－299

人、300－499 人、500－999 人、1000 人以上であるが、例えば従業者数 500

－999 人の事業所の平均費用は図 2 で N=500 のケースに相当し、100－199

人の事業所の平均費用は N=100 のケースに相当するといったように、区分

の下限の従業者数における図 2 の平均費用の値を使った。 
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図 2．AI・ロボット投入における規模の経済効果に関する仮定： 

従業者数Ｎ人の事業所の平均費用／従業者数 500 人の事業所の平均費用 

 

各産業・各職種において AI・ロボット中心のアクティビティ実施コスト

が人間労働中心のアクティビティ実施コストと比較して年率 4.87％ずつ割

安になっていくという仮定と、規模の経済に関する (5) 式の仮定により、大

規模事業所ほど AI・ロボットを早く導入することになる。我々の仮定の下

では、各職種・各アクティビティにおいて、従業者数 500－999 人の事業所

と比較して、従業者数 1000 人以上の事業所は AI ・ロボット導入が 4 年早く、

従業者数 200－299 人の事業所は導入が 6 年遅れることになる。技術進歩に

よる平均費用の下落により各 AI・ロボット技術は、次第に小規模事業所に

拡散していくことになる。 

4) 2040 年の実質賃金、資本コスト、中間財投入価格は 2040 年産業構造推計の

推計結果を使う。また 2021－40 年にはこれらの値は一定の変化率で変化し

ていくと仮定する。 
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5) 事業所規模の分布は時間を通じて不変とする。 

6) 事業所規模間で、労働者の職種の構成や賃金率は同じとする。 

 

AI・ロボット導入の推移に関する数値計算の方法について、具体的な数値例

を使って説明しよう。 

ある産業において ARI の値が、2024 年に 0.17、2030 年に 0.35、2040 年に 0.50

と予想されているとしよう。我々は、ベンチマーク年の間の年については、ARI

の値を線形補間することにする。また2024年より前は、2024－30年の変化率が、

2040 年より後は 2030－40 年の変化率がそれぞれ続いていると仮定して外挿す

る。また、先述したように、専門家が回答した 500 人規模の事業所 （実際のデー

タでは従業者数 500－999 人の事業所とする）で AI ・ロボット導入が経済的に見

合う年の 8 年後に実際の導入が行われるとする。 

以上の仮定の下で、各年の ARI の値は図 3 の通りとなる。この図は、専門家

の意見に基づく ARI のグラフを、（従業者数 500－999 人の事業所における）導

入のラグ 8 年分だけ右方にシフトさせて描いていることに注意されたい。例え

ば 2037 年における ARI の値 0.32 は、この産業の従業者数 500－999 人の事業所

において、全職種の全アクティビティのうち、2019 年の賃金率で評価して（先

述したように各アクティビティへの賃金報酬は必要なスキル・能力の高さに比

例すると仮定している）、32％だけが AI ・ロボット中心の工程に置き換わってい

ることを意味する。またこの数値例では、当該産業の当該規模事業所グループで

は、2037 年から 2038 年にかけて、2019 年の賃金率で評価して 3％のアクティビ

ティが新たに AI・ロボット中心の工程に置換されることになる。導入されるこ

の 3％分の AI・ロボット技術は、当該産業・当該規模事業所グループにおける

2038 年ヴィンテージの AI・ロボット技術と呼ぶことが出来よう。 
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図 3．AI・ロボット導入の推移に関する数値計算例 

 

このヴィンテージの AI ・ロボット技術については、2038 年の当該産業・当該

規模事業所グループにおいて人間中心の工程のコストと AI・ロボット中心の工

程のコストは拮抗していることになる。つまり (4) 式がほぼ等式で成り立って

いる。そして翌年以降は、AI ・ロボット投入が更に安価になっていくため、当該

工程のコストは人間中心の工程のコストより次第に安価になっていく。 

当該産業の別の規模の事業所グループについても、AI・ロボット技術の規模

の経済効果に関する (6) 式の仮定の下で、同様の分析が可能である。先述した

ように、例えば従業者数 1000 人以上の事業所では図 2 の ARI の推移が 4 年分左

に位置しており、また従業者数 100－199 人規模の事業所では 11 年分右に位置

していると仮定して分析することになる。 
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なお、図 3 では時間の経過につれ ARI が線形で上昇して行くが、現実にはあ

る年には多くの職種およびスキル・能力について AI・ロボットの導入が進み、

別の年には殆ど進まないといったことがあり得ることに留意されたい。。我々が

知っているのは、ベンチマーク年に対応した（8 年遅れの導入を仮定している現

在の例では）2032、2038、2048 年の ARI の値のみであり、先述したとおり、そ

れ以外の年については線形補間・外挿を行っている。 

2040 年産業構造推計で与えられる将来の生産要素価格や中間投入財価格を前

提とすれば、以上で説明した各産業・各規模別事業所グループにおける ARI の

推移に関する仮定や、ヴィンテージ毎のコストの推移に関する計算によって、産

業 j において全職種の仕事を行うコスト（付帯コストを含む）に占める AI・ロ

ボット投入のコスト（付帯コストを含む）の割合を求めることが出来る。これを

λj と表す。 

図 4 は、JIP データベースの産業別に推計した 2040 年におけるλj の値であ

る。λj は産業間で大きく異なっている。先に説明したように、ARI が高い産業

ほど、また平均事業所規模が大きい産業ほど、AI ・ロボット技術の普及は速く進

む。各産業の労働の職種構成によって ARI （オートメーション・リスク・インデ

ックス）の水準が大きく異なること、事業所規模の分布も産業によって大きく異

なることのため、λj の産業間格差も大きい。たとえば高齢化で今後急速な需要

拡大が予想されている医療・保健衛生産業と介護産業を比較すると、介護の方が

格段に AI・ロボットの導入が遅れるとの結果となっている。これは 2 つの産業

を構成する主な職種の ARI には大きな差がないものの、介護の方が小規模事業

所が格段に多いことに起因している。2000 年を対象とした経済センサス活動調

査によると、JIP 産業分類で集計すると、医療・保険では 51％の従業者が従業者

数 100 人以上の規模の事業所で働いていたのに対し、介護では 15％であった。 
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なおこの試算は、職種間の賃金格差は不変、各産業における事業所規模分布

は不変、AI ・ロボット導入における規模の経済効果は全ての産業で同一といった

強い仮定を前提としていることに注意が必要である。たとえば、AI ・ロボットサ

ービスのベンダーが、小規模介護施設が安価に利用できるサービスを開発すれ

ば、当該産業での AI・ロボット導入はもっと速く進むかもしれない。
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図 5．2040 年における全職種の仕事を行うコスト（付帯コストを含む）に占める AI・ロボット投入のコスト（付帯コストを含む）の割合
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業
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業
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療
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介
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濯
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ス
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制
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4．2040 年産業構造推計モデルへの含意 

最後に本論文で示した、AI ・ロボット技術が労働を中心とする仕事を代替して

いく過程のモデル分析結果を、2040 年産業構造推計モデルにどのように導入す

るかについて考えておこう。 

2040 年構造推計モデルは、単純化のためコブ・ダグラス型の生産関数を仮定

しており、本ノートで構築した生産関数(1)や(3)をそのまま当てはめることは難

しい。しかし、本ノートのモデルのエッセンスをコブ・ダグラス型で近似して考

えることは出来よう。2040 年において人間労働の仕事がかなりの程度 AI ・ロボ

ットによって代替される状況を、コブ・ダグラス型で近似するには、どのように

考えれば良いだろうか。 

まず指摘できるのは、AI ・ロボット技術の急速な進展によって、情報通信サー

ビスや資本財のうちロボット価格が急速に下落するという現象である。これは、

例えば、情報通信サービス業やロボットを生産している機械産業の全要素生産

性が急速に上昇していく（例えば年率 9％の上昇）と仮定することで、2040 年産

業構造推計モデルに導入できよう。 

次に指摘できるのは、AI ・ロボット技術が人間労働を代替することによって、

労働の分配シェアが低下する一方、情報通信サービスやロボット資本サービス

の分配シェアが上昇していく現象であろう。アウトプット Y が労働投入 L に依

存し、生産関数が滑らかで完全競争を前提とすると、アウトプット価格を p、賃

金率を w と表せば、事業所の費用最小化によって∂Y/∂L=w/p 即ち (∂Y/∂L)/(Y/L) = 

wL/pY が成り立つ。つまり分配シェアは、アプトプットの生産要素投入に関する

弾力性に等しい。またアウトプット価格が生産要素価格にどのように依存する

か、生産要素需要が生産要素価格にどのように反応するかも、アプトプットの生

産要素投入に関する弾力性に決定的に依存する。 
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そこで以下では、本ノートで提示したモデルにおいて、AI ・ロボット技術が普

及することによって、アウトプットの各生産要素に関する弾力性がどのように

変化するかを調べておこう。 

我々のモデルにおける（規模 z の）事業所が直面する技術上の制約は、生産関

数 

𝑌𝑌 = 𝐴𝐴 �𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 �𝑜𝑜1
𝛿𝛿1

, … . . , 𝑜𝑜𝑇𝑇
𝛿𝛿𝑇𝑇
��

𝛼𝛼
𝐾𝐾𝛽𝛽𝑀𝑀𝛾𝛾 (3) 

及び職種別の仕事を実現するために必要な要素投入 

𝑜𝑜𝑡𝑡 = 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 �𝐿𝐿𝑡𝑡,1
0.62𝐾𝐾𝑡𝑡,1

0.04𝑀𝑀𝑡𝑡,1
0.34

𝑠𝑠𝑡𝑡,1
+ Ψ𝑧𝑧Φ(𝑡𝑡, 1) 𝐿𝐿𝐴𝐴,𝑡𝑡,1

0.38 𝐾𝐾𝐴𝐴,𝑡𝑡,1
0.31𝑀𝑀𝐴𝐴,𝑡𝑡,1

0.31

𝑠𝑠𝑡𝑡,1
, … . . , 𝐿𝐿𝑡𝑡,𝑆𝑆

0.62𝐾𝐾𝑡𝑡,𝑆𝑆
0.04𝑀𝑀𝑡𝑡,𝑆𝑆

0.34

𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑆𝑆
+

Ψ𝑧𝑧Φ(𝑡𝑡, 𝐼𝐼) 𝐿𝐿𝐴𝐴,𝑡𝑡,𝑆𝑆
0.38 𝐾𝐾𝐴𝐴,𝑡𝑡,𝑆𝑆

0.31𝑀𝑀𝐴𝐴,𝑡𝑡,𝑆𝑆
0.31

𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑆𝑆
� (1) 

で規定されている。 

この事業所の生産要素投入については以下のように整理できよう。 

𝐿𝐿𝐻𝐻 = ∑ ∑ 𝐿𝐿𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖∉Γ𝑧𝑧,𝑡𝑡𝑡𝑡=1,…,T  (7) 

𝐿𝐿𝐴𝐴 = ∑ ∑ 𝐿𝐿𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖∈Γ𝑧𝑧,𝑡𝑡𝑡𝑡=1,…,T  (8) 

𝐿𝐿 = 𝐿𝐿𝐻𝐻 + 𝐿𝐿𝐴𝐴 (9) 

𝐾𝐾𝐻𝐻 = ∑ ∑ 𝐾𝐾𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖∉Γ𝑧𝑧,𝑡𝑡𝑡𝑡=1,…,T  (10) 

𝐾𝐾 = 𝐾𝐾𝐻𝐻 + 𝐾𝐾𝑃𝑃 (11) 

𝑀𝑀𝐻𝐻 = ∑ ∑ 𝑀𝑀𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖∉Γ𝑧𝑧,𝑡𝑡𝑡𝑡=1,…,T  (12) 

𝑀𝑀 = 𝑀𝑀𝐻𝐻 + 𝑀𝑀𝑃𝑃 (13) 

𝐾𝐾𝐴𝐴 = ∑ ∑ 𝐾𝐾𝐴𝐴,𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖∈Γ𝑧𝑧,𝑡𝑡𝑡𝑡=1,…,T  (14) 

𝑀𝑀𝐴𝐴 = ∑ ∑ 𝑀𝑀𝐴𝐴,𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖∈Γ𝑧𝑧,𝑡𝑡𝑡𝑡=1,…,T  (15) 

ロボット等の資本サービス投入総量 KA と AI ・ロボット関連の情報通信サービ

ス MA は、新しい技術を体化しているものとし、他の資本サービスの総投入 K （こ

れは人間労働に付帯する資本サービスKHとそれ以外の生産工程で使われる資本
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サービス KP の和である）や、他の中間投入 M （これは人間労働に付帯する資本

サービス MH とそれ以外の生産工程で使われる資本サービス MP の和である）と

は区別して表している。 

事業所の費用最小化行動とレオンチェフ型の技術制約により、労働の各職種

の仕事とその各アクティビティへの最適配分は以下のように解くことが出来る。 

職種 t のアクティビティ i が人間労働中心に行われる（すなわち i ∉Γz, t）の

場合には、 

𝐿𝐿𝑡𝑡,𝑖𝑖 = 𝛿𝛿𝑡𝑡𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑖𝑖
∑ 𝛿𝛿𝑡𝑡 ∑ 𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑗𝑗∉Γ𝑧𝑧,𝑡𝑡𝑡𝑡=1,…,T

𝐿𝐿𝐻𝐻 (16) 

職種 t のアクティビティ i が AI・ロボット技術中心に行われる（すなわち i ∊

Γz, t）の場合には、 

𝐿𝐿𝑡𝑡,𝑖𝑖 =
𝛿𝛿𝑡𝑡

𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑖𝑖
Ψ𝑧𝑧Φ(𝑡𝑡,𝑖𝑖)

∑ 𝛿𝛿𝑡𝑡 ∑
𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑗𝑗

Ψ𝑧𝑧Φ(𝑡𝑡,𝑗𝑗)𝑗𝑗∈Γ𝑧𝑧𝑡𝑡=1,…,T
𝐿𝐿𝐴𝐴 (17) 

(16)式は、生産においてより重要な職種（高い δt）ほど、またその職種の仕事

を実行する上でより高いスキル・能力 si を必要とするアクティビティほど、より

多くの能率単位で測った労働が投入されることを意味する。(17)式は、AI ・ロボ

ット技術に付帯して投入される労働は、この 2 つの要因に加えて、当該規模 z の

事業所における AI ・ロボット技術投入で規模の経済が働くほど（高い ψz）、また

当該スキル・能力レベルを AI・ロボットで満たすことが比較的安く可能である

ほど（高い Φ(i,t)）、少なくなることを意味する。 

労働投入に付帯する通常の資本サービス KH や通常の中間投入 MH の人間労働

中心で実現される各アクティビティへの配分も、(16)式と全く同様に解くことが

出来る。以上の生産要素配分を(1)式と(3)式に代入すると、生産関数を以下のよ

うに書き改めることが出来る。 



23 

 

𝑌𝑌 = 𝐴𝐴 � 1
∑ 𝛿𝛿𝑡𝑡 ∑ 𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖∉Γ𝑧𝑧,𝑡𝑡𝑡𝑡=1,…,T

𝐿𝐿𝐻𝐻0.62𝐾𝐾𝐻𝐻0.04𝑀𝑀𝐻𝐻
0.34 +

1

∑ 𝛿𝛿𝑡𝑡 ∑
𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑖𝑖

Ψ𝑧𝑧Φ(𝑡𝑡,𝑖𝑖)𝑖𝑖∈Γ𝑧𝑧,𝑡𝑡𝑡𝑡=1,…,T
𝐿𝐿𝐴𝐴0.38𝐾𝐾𝐴𝐴0.31𝑀𝑀𝐴𝐴

0.31�
𝛼𝛼

𝐾𝐾𝑃𝑃
𝛽𝛽𝑀𝑀𝑃𝑃

𝛾𝛾  

 (3’) 

最初の中括弧の中の第 2 項を中括弧内の値全体で割った値を λ と表すことに

する。 

𝜆𝜆 =

1

∑ 𝛿𝛿𝑡𝑡 ∑
𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑖𝑖

Ψ𝑧𝑧Φ(𝑡𝑡,𝑖𝑖)𝑖𝑖∈Γ𝑧𝑧,𝑡𝑡𝑡𝑡=1,…,T
𝐿𝐿𝐴𝐴
0.38𝐾𝐾𝐴𝐴

0.31𝑀𝑀𝐴𝐴
0.31

1
∑ 𝛿𝛿𝑡𝑡 ∑ 𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖∉Γ𝑧𝑧,𝑡𝑡𝑡𝑡=1,…,T

𝐿𝐿𝐻𝐻
0.62𝐾𝐾𝐻𝐻

0.04𝑀𝑀𝐻𝐻
0.34+ 1

∑ 𝛿𝛿𝑡𝑡 ∑
𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑖𝑖

Ψ𝑧𝑧Φ(𝑡𝑡,𝑖𝑖)𝑖𝑖∈Γ𝑧𝑧,𝑡𝑡𝑡𝑡=1,…,T
𝐿𝐿𝐴𝐴
0.38𝐾𝐾𝐴𝐴

0.31𝑀𝑀𝐴𝐴
0.31 (18) 

今、要素価格体系は与えられているとすると、AI ・ロボットで自動化されるア

クティビティの集合 Γz も与件であるから、(3’)式を LHと LA についてそれぞれ対

数微分することで次式を得る。 

𝐿𝐿𝐻𝐻
𝑌𝑌

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝐿𝐿𝐻𝐻

= 0.62𝛼𝛼(1 − 𝜆𝜆) (19) 

𝐿𝐿𝐴𝐴
𝑌𝑌

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝐿𝐿𝐴𝐴

= 0.38𝛼𝛼𝛼𝛼 (20) 

上の 2 式から 1−λ は、((∂Y/∂LA)×(LA/Y))/(0.62α)即ち、全職種の仕事を行うコ

スト（付帯コストを含む）に占める人間労働のコスト（付帯コストを含む）に等

しく、同様に λは全職種の仕事を行うコスト（付帯コストを含む）に占める AI ・

ロボット投入のコスト（付帯コストを含む）に等しいことが分かる。2040 年に

おける λを如何に導出するかについては、前節で説明した。 

労働の限界生産価値は実質賃金に等しいこと、および(9)、(19)、（20）式より、 

𝐿𝐿𝐻𝐻 = 0.62𝛼𝛼(1−𝜆𝜆)
0.62𝛼𝛼(1−𝜆𝜆)+0.38𝛼𝛼𝛼𝛼

𝐿𝐿 (21) 

𝐿𝐿𝐴𝐴 = 0.38𝛼𝛼𝛼𝛼
0.62𝛼𝛼(1−𝜆𝜆)+0.38𝛼𝛼𝛼𝛼

𝐿𝐿 (22) 

これを(3’)式に代入して L について対数微分すれば、Y の L に関する弾力性が

以下の通り計算できる。 
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𝐿𝐿
𝑌𝑌
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 0.62𝛼𝛼(1 − 𝜆𝜆) + 0.38𝛼𝛼𝛼𝛼 (23) 

また、(3’)式を KA について対数微分すれば次式が得られる。 

𝐾𝐾𝐴𝐴
𝑌𝑌

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝐾𝐾𝐴𝐴

= 0.38𝛼𝛼𝛼𝛼 (24) 

同様にして、Y の K、M、MA に関する弾力性も以下のように求めることが出来

る。 

𝐾𝐾
𝑌𝑌
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝐾𝐾

= 0.04𝛼𝛼(1 − 𝜆𝜆) + 𝛽𝛽 (25) 

𝑀𝑀
𝑌𝑌
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 0.34𝛼𝛼(1 − 𝜆𝜆) + 𝛾𝛾 (26) 

𝑀𝑀𝐴𝐴
𝑌𝑌

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑀𝑀𝐴𝐴

= 0.31𝛼𝛼𝛼𝛼 (27) 

今、全ての集計した生産要素 L、K、KA、M、MA をそれぞれρ％増やした時、

アウトプットが何％増加するかを計算すると、 

{0.62𝛼𝛼(1 − 𝜆𝜆) + 0.38𝛼𝛼𝛼𝛼 + 0.04𝛼𝛼(1 − 𝜆𝜆) + 𝛽𝛽 + 0.31𝛼𝛼𝛼𝛼 + 0.34𝛼𝛼(1 − 𝜆𝜆) + 𝛾𝛾 +

0.31𝛼𝛼𝛼𝛼}𝜌𝜌 = {𝛼𝛼 + 𝛽𝛽 + 𝛾𝛾}𝜌𝜌 (28) 

が得られる。従って規模に関する収穫一定が成り立っている。 

次に各パラメーターをどのように計算するかを考えよう。 

例えば 2021 年において、AI ・ロボットは全く導入されていないとすると、λ

はゼロである。従って、以下の関係式が得られる。 

𝐿𝐿
𝑌𝑌
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 0.62𝛼𝛼 (29) 

𝐾𝐾𝐴𝐴
𝑌𝑌

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝐾𝐾𝐴𝐴

= 0 (30) 

𝐾𝐾
𝑌𝑌
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝐾𝐾

= 0.04𝛼𝛼 + 𝛽𝛽 (31) 

𝑀𝑀
𝑌𝑌
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 0.34𝛼𝛼 + 𝛾𝛾 (32) 

𝑀𝑀𝐴𝐴
𝑌𝑌

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑀𝑀𝐴𝐴

= 0 (33) 
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2040 年産業構造推計において 2024 年の(29)、(31)、(32)式の値は既に JIP デー

タベース等より、導出済みである。これと数値計算のλを与えると、2040 年の

各弾力性を求めることが出来る。 

これにより、AI ・ロボットの導入を前提とする場合に 2040 年産業構造推計モ

デルのパラメーターをどのように改訂する必要があるかが算出できる。 

 

5．おわりに 

本論文では、AI・ロボット技術が人間中心の仕事を代替する過程について理

論モデルを構築した上で、深尾他（2025）で作成された詳細な職種別および産業

別の自動化リスク指数（ARI, Automation Risk Index）に関する情報を用いて、AI ・

ロボット技術の導入速度が職種間・産業間でどのように異なるかを推計した。な

お、AI ・ロボット技術の導入は大規模な事業所では比較的速く進むと考えられる

ため、2020 年を対象とした経済センサス活動調査の産業毎の事業所規模分布デ

ータを使ってこの点を推計に反映させた。 

2040 年について推計された AI ・ロボット技術投入状況は、産業間で大きく異

なっていた。我々はまた AI ・ロボット技術の導入が、2040 年における各産業の

労働や資本の投入構造にどのような影響を与えるのかを、理論モデルと詳細な

産業レベルのデータに基づいて試算した。 
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